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参議院本会議で「給与法改正法案」が成立－6月17日
－附帯決議を足がかりに、諸課題解決に向けて取り組む－
※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　参議院本会議は17日、「一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案」の採決を行い、賛成多数で可決をしました。

　これまで、給与法改正法案については、衆議院総務委員会、衆議院本会議、参議院総務委員会で審議が行われてきました。各委員会では、民主党の奧野総一郎衆議院議員、水岡俊一・江崎孝両参議院議員が質疑に立ち、高齢層の昇給抑制、雇用と年金の接続、臨時・非常勤職員の賃金・労働条件などの課題について、問題点を指摘し、今後の課題を浮き彫りにしてきました。また、各委員会の採決にあたり、その施行にあたって実現に努めるべき点として、高齢期の雇用問題、臨時・非常勤職員の任用・勤務条件について配慮を行う等の附帯決議が付されました。各委員会での議論の経過については2013自治労北海道情報№96・№101をご参照ください。

　法案の可決・成立にあたり、公務労協・公務員連絡会は「今後、民主党の奮闘により採択された附帯決議を足がかりに、諸課題の解決に全力を尽くすとともに、本年夏の人事院勧告に向け、組織の力を結集し、要求実現をめざしていく」旨の事務局長談話（別紙）を発しました。
以上

（別紙）
2013年6月17日
給与法改正法案の成立に対する談話
公務公共サービス労働組合協議会
公務員労働組合連絡会
事務局長　吉澤伸夫
(1) 本日、給与法改正法案が参議院で可決され、成立した。これにより、来年１月の昇給から55歳以上の国家公務員は、標準の成績以下では昇給しないこととなる。
(2) 2012年の人事院勧告に基づく法改正であり、勧告では55歳を超える職員は標準の勤務成績では昇給停止とする給与法改正勧告に加えて、高位号俸から昇格した場合の俸給月額の増加額を2013年１月から縮減するとの報告が行われていた。
　これに対し、公務員連絡会は、高齢層職員の給与が給与改定・臨時特例法により減額されている中にあって、公務員連絡会との十分な交渉・協議を行わず、拙速かつ一方的に高齢層職員の給与引下げを強行しようとするものとして、遺憾の意を表明し、政府に対し、特例減額を踏まえた対応を求めてきた。
(3) 民主党を中心とする政権は、2012年11月16日の閣議決定で、2014年４月に向けて高齢層職員の給与水準見直しの幅広い検討を行い、2013年中に結論を得ることとし、臨時特例減額期間中は実施しないことを決めており、公務員連絡会は「この間の労使合意に則った当然の判断」と評価してきた。
(4) 一方、衆議院の解散総選挙後に発足した自公政権は、2013年１月26日、改めて閣議決定を行い、2014年１月から高齢層の昇給を抑制するとともに、地方公務員の給与について、国の臨時特例減額措置に準じて必要な措置を講ずることを要請した。
　この決定に対し、公務員連絡会は、政府として決定した方針を２か月で変更したことは、特例減額期間中であること、官民較差に基づく措置ではないという事実などにおいて極めて遺憾であり、組織の総意として強く抗議し、国会審議では問題点を追及していくことにしたところである。
(5) 決定内容を実施するための給与法改正法案は３月12日に閣議決定、国会に提出され、５月30日の衆議院総務委員会において、民主党が上記の観点から政府を追及した結果、①公務員の高齢期の雇用問題について十分な配慮を行うこと、②再任用職員の給与の適正な水準の在り方について検討を行うこと、③段階的定年延長という人事院の意見の申出の具体化について検討を行うこと、などの附帯決議も合わせて採択され、31日の本会議で可決され、参議院に送られた。
　参議院総務委員会では６月13日に審議・採択され、臨時・非常勤職員の勤務条件確保を追加した上で衆議院と同様の附帯決議が行われ、17日の本会議で可決され、成立した。
(6) 公務労協・公務員連絡会としては、政権交代が行われたことも含めて受け止めるとともに、民主党の奮闘により採択された附帯決議を足がかりとして、諸課題の解決に全力を尽くしていく。あわせて、本年夏の人事院勧告に向けて、中央・地方で組織の力を結集し、要求実現をめざしていくこととする。
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